
令和6年度版

※この資料の一部または全部について複写、複製する場合は、あらかじめ承諾が必要です。
　この資料は令和5年4月1日現在の法令等に基づいて作成されています。

（注）ホームページの画面は令和5年12月現在のものです。

写真提供：香川県



ポンプ車約1,300万円～
高層用はしご車約1億6,000万円

消防車

約2兆4,886億円
国民1人当たり約1万9,728円

ゴミ処理費用
　　　（令和２年度）

約5兆4,446億円
国民1人当たり
約4万3,172円

警察費・消防費
　　（令和２年度）

学校
１校当たり平均建設費
約13億円

約16兆4,991億円
国民1人当たり約13万794円

国民医療費の公費負担額
　　　（令和２年度）

全国に約21万基
１基当たり設置費用
約240～470万円

信号機
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（令和5年分 夫婦子2人の給与所得者の場合）

4.8万円 13.3万円 51.3万円

746.6万円

1,590.3万円

グラフを見てみると、給与年収500
万円の10倍の年収5,000万円の人の
所得税は、年収500万円の人の所得
税の約331倍になっています。
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歳 入
114兆3,812
億円

租税・印紙
収入

69兆4,400億円
　　（60.7％）

その他の収入
9兆3,182億円

（8.1％）
所得税
21兆480億円
（18.4％）

消費税
23兆3,840億円
（20.4％）

その他の税
10兆4,060億円
（9.1％）

法人税
14兆
6,020億円
（12.8％）

公債金
（国債を発行して
得たお金）

35兆6,230
億円

（31.1％）

（令和５年度一般会計当初予算）

令和 5年度財政収支

〈収入〉
税収＋税外収入
〈支出〉
一般歳出・地方交付
税交付金等
国債費

78.8兆円

89.1兆円

25.3兆円
支出計　114.4兆円

35.6兆円公債金収入(借金)

約1,068兆円公債残高

〈収入〉
給与等
〈支出〉
生活費
ローン元利払

65.7万円

74.3万円
21.1万円

支出計　95.4万円

29.7万円不足分(借金)

約1億680万円ローン残高（※１年分の家計に例えた場合）

947

283

657

令2

7
一般会計税収の約15年分に相当

（令和5年度一般会計税収予算額：約69兆円）

1068

294

769

令5

5

歳 出
114兆3,812
億円

社会保障関係費
　　  36兆
　  8,889億円
　　　  （32.3％）

公共事業関係費
6兆600億円
　　　　（5.3％）

地方交付税
交付金等
16兆
3,992億円
（14.3％）

防衛関係費
10兆
1,686億円
（8.9％）

国債費
25兆2,503
億円

（22.1％）

その他
14兆

1,984億円
（12.4％）

文教及び科学振興費
5兆4,158億円
（4.7％）

（令和５年度一般会計当初予算）
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令和５年度一般会計予算〈当初予算〉

県税
1,291億7,701万円
（26.4％）

教育費
941億
4,837万円
（19.3％）

公債費
618億
4,211万円
（12.6％）

  諸収入
471億6,969万円
（9.7％）

繰入金
172億8,106万円（3.5％）

その他
88億3,229万円
（1.8％）

県債
315億

1,700万円
（6.5％）

地方交付税
1,241億円
（25.4％）

国庫支出金
621億425万円
（12.7％）

地方譲与税
155億9,170万円
（3.2％）

その他
9億1,700万円（0.2％）

地方消費税清算金
516億3,000万円
（10.6％）

民生費・衛生費
1,004億
6,712万円
（20.6％）

商工費・労働費
513億113万円（10.6％）

土木費
373億9,594万円
（7.6％）

警察費
259億
2,736万円
（5.3％）

議会費・総務費
276億184万円
（5.6％）

農林水産業費
174億7,202万円
（3.6％） その他

721億
6,411万円
（14.8％）

令和５年度一般会計予算〈当初予算〉の県民1人あたりの額

523,959円

人口  931,981人
［令和5年1月1日現在の推計人口］

6,186円

18,747円

28,326円

27,820円 40,125円 55,045円

1,290円

54円

66,356円

107,800円

101,020円

1か月      約83,000円
1年間    約999,000円

1か月      約98,000円
1年間 約1,178,000円

1か月    約128,000円
1年間 約1,539,000円

999,000×6年
（小学生）

1,178,000×3年
（中学生）

9,528,000円
1か月約88,000円になります。

　今後、少子高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の増加や、県債の返済・利子払いに
要する経費の増加、さらには各種公共施設、道路などの老朽化に伴う工事費の増加などが
見込まれるとともに、巨大地震に備えた防災・減災対策も必要となっています。その一方で、
財源等の制約があり、むだを省き、効率的な行政運営に努める必要があります。

4,883億
2,000万円 4,883億

2,000万円

（令和３年度）

令和４年度地方教育費調査
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　他の主要先進国に比べて、日本の社会保障は「給付」（社会保障の支出）に対して「負担」
（税金と社会保険料）が低くなっており、その状況は高齢化などの要因によって、今後もさらに
進んでいくと見込まれています。
　高齢化が進行する中での給付と負担のバランスについては、引き続き、国民全体で話し合っ
ていくことが必要です。皆さんも社会保障の給付と負担を今後どうしていくか、考えてみま
しょう。

　主要先進国よりも急速に進む高齢化に伴い、医療、年金、介護等の費用が一貫して増加してい
ます。

イギリス

フランス

イタリア
ドイツ

日本（2015）

日本（2060）

日本（1980） 日本（1990）

社会保障の給付と負担の関係
（対GDP比）

低福祉・低負担

　社会保障の給付が
少なく、その分国民
の税や社会保険料の
負担も小さい。

高福祉・高負担

　働く世代向けから
高齢者向けまで、生
活上のリスクを社会
保障制度が広くカ
バーしているため、
社会保障の給付が多
い。
　その分、国民の税
や社会保険料の負担
も大きい。
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財務省：日本の財政を考えよう
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日本の高齢化率
（高齢化率＝総人口に占める65歳以上人口の割合）

社会保障給付費の増加
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